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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第42期
第３四半期
連結累計期間

第43期
第３四半期
連結累計期間

第42期

会計期間
自平成23年４月１日
至平成23年12月31日

自平成24年４月１日
至平成24年12月31日

自平成23年４月１日
至平成24年３月31日

売上高（千円） 12,576,830    13,635,956 17,628,454

経常利益又は経常損失（△）（千円） △448,184     260,737 △299,745

四半期純利益又は四半期（当期）純損

失（△）（千円）
△407,007     268,204 △327,991

四半期包括利益又は包括利益（千円） △491,598 　266,389 △368,348

純資産額（千円）  7,206,605  7,506,674 7,329,855

総資産額（千円）  14,429,508  14,339,057  14,669,742

１株当たり四半期純利益金額又は１株

当たり四半期（当期）純損失金額

（△）（円）

△61.02 40.21 △49.17

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 49.5 51.7 49.3

　

回次
第42期
第３四半期
連結会計期間

第43期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成23年10月１日
至平成23年12月31日

自平成24年10月１日
至平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額又は１株

当たり四半期純損失金額（△）（円）
△25.56 37.14

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。　　

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

    当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況　

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、復興需要を背景とした回復の動きは見られたものの、欧州の

長引く景気低迷や中国経済の成長鈍化などの影響で、景気の先行きは依然として不透明な状況にありました。

このような状況のもと、当社グループにおきましては、大型物流倉庫や道路の橋脚及び通信関連設備などの基

礎工事が売上高の増加に寄与いたしました。また、利益につきましては、売上高の増加に加え、引き続き原価低減

を推し進めたこと、更には、新たな分野として参入した戸建住宅向け地盤補強工事も貢献したことなどで、大幅な

収益の改善となりました。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は136億35百万円（前年同期比8.4％増）、営業利益は２億21百

万円（前年同期は４億71百万円の損失）、経常利益は２億60百万円（前年同期は４億48百万円の損失）、四半期

純利益は２億68百万円（前年同期は４億７百万円の損失）となりました。

　セグメントの業績は以下のとおりであります。

　なお、第２四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同四半期比較について

は、前年同四半期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。詳細は、「第４　経理

の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）セグメント情報」の「Ⅱ　２．報告セグメント

の変更等に関する事項」に記載しております。

①建設事業

　建設事業は、大型物流倉庫や道路の橋脚及び通信関連設備などの基礎工事が寄与したことにより、売上高は135

億11百万円（前年同期比8.4％増）となりました。

　また、セグメント利益は売上高の増加に加え、引き続き原価低減を推し進めたこと、更には、新たな分野として参

入した戸建住宅向け地盤補強工事も貢献したことなどにより、２億41百万円（前年同期は４億43百万円の損失）

となりました。

②土木建築コンサルティング全般等事業

　土木建築コンサルティング全般等事業は、主に設計に関する収入が増加したことにより、売上高が１億23百万円

（前年同期比14.5％増）、セグメント損失は20百万円（前年同期は27百万円の損失）となりました。

 

（２）財政状態の分析　

　当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ３億30百万円減少し、143億39百万円とな

りました。これは主に大型工事に対する売上債権の回収によって受取手形・完成工事未収入金等が減少したこと

によるものであります。 

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ５億７百万円減少し、68億32百万円となりました。これは主に支払手形・

工事未払金等が減少したことによるものであります。また、純資産合計につきましては、前連結会計年度末に比べ

１億76百万円増加し、75億６百万円となりました。

 

　（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

　（４）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、12百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 21,640,000

計 21,640,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,694,080 7,694,080
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 7,694,080 7,694,080 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年10月１日～
平成24年12月31日

－　 7,694,080 － 1,710,900 － 2,330,219

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　1,024,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　6,638,000 6,638 －

単元未満株式 普通株式　　 32,080 － －

発行済株式総数 7,694,080 － －

総株主の議決権 － 6,638 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。ま

た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成24年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

株式会社テノックス

東京都港区芝５－25

－11
1,024,000 － 1,024,000 13.31

計 － 1,024,000 － 1,024,000 13.31

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平成

24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

株式会社テノックス(E00232)

四半期報告書

 6/16



1【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 4,848,233 4,981,203

受取手形・完成工事未収入金等 4,994,710 4,894,458

未成工事支出金等 612,732 607,537

未収入金 ※2
 1,046,852

※2
 967,538

その他 293,701 228,159

貸倒引当金 △28,609 △33,278

流動資産合計 11,767,620 11,645,618

固定資産

有形固定資産 2,363,919 2,192,358

無形固定資産 25,424 128,760

投資その他の資産

その他 662,075 460,468

貸倒引当金 △116,341 △88,147

投資損失引当金 △32,954 －

投資その他の資産合計 512,778 372,320

固定資産合計 2,902,122 2,693,439

資産合計 14,669,742 14,339,057
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 3,891,402 3,611,689

短期借入金 350,066 327,000

1年内返済予定の長期借入金 310,722 224,748

1年内償還予定の社債 20,000 20,000

未払法人税等 40,403 23,746

未成工事受入金 87,939 81,995

引当金 104,097 54,773

その他 618,326 670,956

流動負債合計 5,422,957 5,014,910

固定負債

社債 50,000 40,000

長期借入金 734,406 680,139

退職給付引当金 579,986 582,382

役員退職慰労引当金 72,400 73,800

その他 480,136 441,150

固定負債合計 1,916,928 1,817,472

負債合計 7,339,886 6,832,383

純資産の部

株主資本

資本金 1,710,900 1,710,900

資本剰余金 2,330,219 2,330,219

利益剰余金 3,544,130 3,727,323

自己株式 △358,750 △358,973

株主資本合計 7,226,498 7,409,469

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 7,478 12,176

為替換算調整勘定 － △4,355

その他の包括利益累計額合計 7,478 7,821

少数株主持分 95,878 89,384

純資産合計 7,329,855 7,506,674

負債純資産合計 14,669,742 14,339,057
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 12,576,830 13,635,956

売上原価 11,609,912 11,993,819

売上総利益 966,917 1,642,136

販売費及び一般管理費 1,438,082 1,420,983

営業利益又は営業損失（△） △471,164 221,153

営業外収益

受取利息 5,834 3,768

受取配当金 7,407 5,345

仕入割引 5,468 7,855

受取賃貸料 4,245 3,944

保険返戻金 29,047 4,089

物品売却益 5,102 12,832

為替差益 － 14,163

その他 6,478 8,785

営業外収益合計 63,585 60,785

営業外費用

支払利息 13,959 18,014

売上割引 1,404 2,342

為替差損 23,140 －

その他 2,101 843

営業外費用合計 40,605 21,200

経常利益又は経常損失（△） △448,184 260,737

特別利益

固定資産売却益 18,304 84,291

特別利益合計 18,304 84,291

特別損失

固定資産処分損 5,462 3,059

減損損失 30,455 －

補償損失引当金繰入額 － 15,000

その他 5,726 2,064

特別損失合計 41,645 20,124

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△471,525 324,905

法人税等 34,519 64,653

法人税等還付税額 △20,711 －

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△485,333 260,251

少数株主損失（△） △78,325 △7,953

四半期純利益又は四半期純損失（△） △407,007 268,204
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△485,333 260,251

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △6,265 4,698

為替換算調整勘定 － 1,439

その他の包括利益合計 △6,265 6,138

四半期包括利益 △491,598 266,389

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △413,272 274,342

少数株主に係る四半期包括利益 △78,325 △7,953
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

（1）連結の範囲の重要な変更

　　第１四半期連結会計期間より、TENOX KYUSYU VIETNAM CO.,LTD. を連結の範囲に含めております。

　

【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更）

　一部の国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した

有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　なお、これによる損益へ与える影響はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

  １  受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

受取手形割引高 16,700千円 －千円

受取手形裏書譲渡高 209,504 135,066

 

※２　ファクタリング方式により譲渡した売上債権の未収額

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

未収入金 791,806千円 892,761千円

 　

３　保証債務残高

　他の会社等について、金融機関等からの金銭債務等に対して、保証を行っております。 

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

大牟田工業団地協同組合 292,085千円 大牟田工業団地協同組合 292,085千円

TENOX KYUSYU VIETNAM CO.,LTD.83,652㈱シンコー 28,043

　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連結累

計期間に係る減価償却費（無形固定資産及び長期前払費用に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日）

減価償却費 435,678千円 349,229千円

　

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

配当金支払額

 
　

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 53,365 8.00 平成23年３月31日 平成23年６月30日利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

配当金支払額

 
　

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 53,362 8.00 平成24年３月31日 平成24年６月29日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　 （単位：千円）

　

報告セグメント

調整額

（注１）　

四半期連結

損益計算書

計上額

（注２）

建設事業

土木建築コン

サルティング

全般等事業

計

売上高 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 12,468,534108,29512,576,830 － 12,576,830

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － －

計 12,468,534108,29512,576,830 － 12,576,830

セグメント損失（△） △443,625△27,538△471,164 － △471,164

（注１）セグメント売上高の調整額は、セグメント間の内部売上高消去額であります。　

（注２）セグメント損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。　

　

　　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：千円）

　

報告セグメント

調整額

（注１）　

四半期連結

損益計算書

計上額

（注２）

建設事業

土木建築コン

サルティング

全般等事業

計

売上高 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 13,511,961123,99413,635,956 － 13,635,956

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － －

計 13,511,961123,99413,635,956 － 13,635,956

セグメント利益又は損失

（△）
241,341△20,188 221,153 － 221,153

（注１）セグメント売上高の調整額は、セグメント間の内部売上高消去額であります。　

（注２）セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。　

　

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　当社グループは、従来「建設事業」、「建設資材販売事業」及び「土木建築コンサルティング全般等事

業」の報告セグメントとしておりましたが、「建設資材販売事業」は「建設事業」における営業活動と一

体となってきた状況を踏まえ、第２四半期連結会計期間より「建設事業」に「建設資材販売事業」を含め

て管理を行うこととしました。

　従いまして、第２四半期連結会計期間より「建設事業」及び「土木建築コンサルティング全般等事業」

の報告セグメントに変更しております。

　なお、当該変更に基づく前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントにより

記載しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
△61.02円 40.21円

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（千円）
△407,007 268,204

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（千円）
△407,007 268,204

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,670 6,669

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年２月14日

株式会社テノックス

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岡山　賢治　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐藤　和充　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テノック

スの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平

成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テノックス及び連結子会社の平成24年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　 

以　上
　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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